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研究成果の概要（和文）：　日本の多様な非営利組織会計に対し，イギリスの非営利組織（チャリティ）会計で
は統一が行われている。そこでイギリスの会計実務報告書（SORP）公表前後に着目し，SORPがどのような考えの
もとで構築されてきたのかについて明らかにした。
　また，非営利組織会計に固有の会計であるファンド会計（資源の拘束性）やナラティヴ情報の開示が採用され
ており，これらは日本のそれよりもかなり詳細なものを要求している。これらが非営利組織会計にいかに必要か
という点も合わせて検討した。
　そして，最終的には日本のNPO法人を取り上げ，イギリスのチャリティ会計を敷衍した場合の情報開示につい
て提言を行った。

研究成果の概要（英文）：　The Japanese Not- for -profit organizations(NPO) accounting have various 
account. But UK Not- for -profit organizations (charity) accounting is unified. Therefore, I focused
 on before and after the publication of Statement of Recommended Practice(SORP) in the United 
Kingdom, and clarified what sort of ideas SORP has been built.
　In addition, charity accounting in UK is adapted fund accounting (resource binding) and disclosure
 of narrative information, which require much more detailed than that of Japan. I also considered 
how these are necessary for Not-profit organization accounting.Finally, I took as an example a 
Japanese NPO and made recommendations on information disclosure.

研究分野：財務会計
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本の非営利組織会計は多様な会計であることから，非営利組織もそれぞれの財務諸表を作成しており，他の
非営利組織を理解することや比較が困難な状況であった。そのため，非営利組織会計の統一化が検討されるよう
になった。
　一方，日本より非営利組織会計の研究が早くから始まったアメリカやイギリスでは非営利組織会計の統一はす
でに行われている。そのため，イギリスを中心としてその非営利組織（チャリティ）会計を中心にどのような考
え方のもとで，イギリスでは非営利組織会計が構築されてきたのかについて，イギリスのチャリティを中心に日
本の非営利組織会計の構築について考察している。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 日本の非営利組織には学校法人や社会福祉法人，医療法人や特定非営利活動法人（NPO
法人）など様々な法人が含まれているが，その会計基準はそれぞれ独自の会計基準を擁し
ている。そのため，非営利組織を財務的に比較検討することが難しく，どのように寄付を行え
ばいいのかについては資源提供者（寄付者等）が判断することは困難であった。このため，そ
の統一を行うべきかどうかについて，長い間研究が行われてきたのである。例えば，日本
公認会計士協会が非営利組織全体の統一会計について取り上げ，非営利法人委員会研究報
告第 25号として，「非営利組織の会計枠組み構築に向けて」の公表を行った。この非営利
組織会計の統一については日本公認会計士協会 近畿会が 2000 年にも『非営利法人統一
会計基準についての報告書』を公表している。統一化が行われていない現在の状況は，情
報利用者にとっては非営利組織間の比較検討が困難であり，また営利組織会計と非営利組
織会計との比較も困難な状況にあり，理解容易性も阻害されているのが現状である。その
ような状況の中，会計基準の統一化は長い間，そして今もなお結論が見いだせないまま，
各業種ごとに会計基準が変更され，ますます乖離している点などが上記の研究でも指摘さ
れている。 
 一方，非営利組織会計の研究が日本より先駆けて行われているアメリカでは，1980年に
アメリカ財務会計基準審議会（FASB）が非営利組織会計の財務報告の概念ステートメン
トを提唱し，順次，財務報告についての規定が発表された。また，イギリスでも，チャリ
ティ委員会がチャリティの会計について統一を行っており，具体的には会計実務報告書
（SORP）の採用をチャリティに推奨している。 
  
２．研究の目的 
そこで，日本の多様な非営利組織会計が統一を行うためにはどのような会計（情報開示）
が必要かを考察していきたいと考える。具体的には，イギリスの非営利組織会計に着目し，
非営利組織に固有の会計であったファンド会計（資源の拘束性）を中心に、イギリスでは
どのような会計の確立が行われていたのかを明らかにする。当初は営利組織会計を採用し
ていた非営利組織会計が，非営利組織固有の会計として確立していった原因は何かを明ら
かにし，日本の非営利組織会計の統一論に何らかの示唆を示すことである。 

 
３．研究の方法 
 ①日本における多様な非営利組織会計が存在していることを明らかにする。具体的には，公
益法人や社会福祉法人，学校法人，医療法人，NPO 法人を取り上げ，日本の非営利組織
会計の現状と課題を明らかにする。また，先行研究のレビューを行い，どのような課題が
生じ，どのような検討課題があるのかについても明らかにする。 
②イギリスにおける非営利組織（チャリティ）会計に着目し，チャリティ会計が採用する
会計実務報告書（SORP）を中心に日本の非営利組織会計はどのような情報開示を行うべ
きかについて検討を行っている。具体的には，イギリスの最初の SORPは 1988年に公表
されたが，そののちに改正される 1995年，2000年，2005年，2015年の SORPを取り上
げ，比較を行っている。また，どのように構築されてきたのかという背景にある考えを探
るために，1988年の最初の SORP以前の研究報告書や討議資料の検討を行った。 
③また，それぞれの SORP の中では，情報開示の目的として何を重要としているのか，
具体的にはアカウンタビリティ理論と意思決定有用性理論を取り上げ，それぞれの情報開
示における位置づけも検討している。 
④イギリスの SORP が取り上げているチャリティ会計特有の項目であるファンド会計
（資源の拘束性），ナラティヴ情報（非財務情報）についても取り上げ，それぞれがどのよ
うな特徴を持ち，どのような役割を果たしているのかについて明らかにしている。ファン
ド会計の区分は資源をどのように受領し，どのように費消したのか（配分したのか）につ
いて考察する。また，後者のナラティヴ情報の内容は，非財務情報を中心としていること
から，チャリティの活動の業績を示すことを意図していると捉えることができる。これら
の両者が情報開示の中でどのような役割を果たしているのかについて検討する。 
  
４．研究成果 
日本の非営利組織会計では，多様な会計が採用されている。これは各法人ごとに主務官
庁等により設定された会計基準が定められているがその原因の一端を担っているといえる。
多様な会計の弊害に対応するために，非営利組織会計における統一化の研究が鋭意進めら
れている。このことは，日本公認会計士協会が非営利組織会計の統一化に向けて，2013
年に非営利法人委員会研究報告第 25 号として，研究報告書『非営利組織の会計枠組み構
築に向けて』（以下「研究報告書」とする）を公表したことからも理解できる。 
一方，イギリスの非営利組織（チャリティ）では日本より早くから非営利組織会計の研
究が進められている。イギリスのチャリティはイギリスにおけるボランティア活動の中心
的な存在であり，チャリティ法（Charities Act 1960，1992，1993，2006，2011）とチ
ャリティ委員会によって登録や監督などが行われている。このチャリティ委員会は 1853



年にその設立が認められた。一般にチャリティはこのチャリティ委員会によって登録する
ことで登録チャリティとされ，当該委員会によって管理・監督などを受けている。そのた
め，ここではイギリスの非営利組織の会計としてチャリティ会計を取り上げている。 
イギリスでは SORPが 1988年に公表され，1995年，2000年，2005年，2015年と改
正されてきた。その中で，イギリスの SORPは非営利組織会計固有の会計を築いてきたと
いえる。本研究では，これら SORPだけではなく，SORP公表以前の研究報告書や討議資
料，公開草案を取り上げ，SORP構築に与えた影響を検討するとともに SORPがどのよう
な考えのもとで構築し公表されてきたのかについて明らかにした。具体的には，イギリス
のチャリティ会計は，SORP 公表以前は営利組織会計の採用が推奨されていた。しかし，
その後，非営利組織会計としての考え方が採用されるようになっていった。この点につい
ては，財務諸表に注目して明らかにした。例えば，収支計算書が財務活動計算書に変更に
なった点に着目し，これまでの先行研究に加えて資金計算書とキャッシュ・フロー計算書
の側面からも検討した。この財務諸表の変更により，営利組織会計から非営利組織会計の
確立が行われたと考えられる。 
また，ファンド会計（資源の拘束性）やナラティヴ情報の開示が採用されており，これ
らは非営利組織会計を意識した会計の採用であるといえるが，ファンド会計（資源の拘束
性）は日本のそれよりもかなり詳細なものを要求し，ナラティヴ情報（非財務情報）につ
いては項目が増加した時と減少した時の変化はあるものの，その採用は継続している。こ
れらが非営利組織会計にいかに必要かという点も合わせて検討した。イギリスのチャリテ
ィ会計では，ファンド会計の採用，ナラティヴ情報の拡大からいずれもアカウンタビリテ
ィの履行を意識したものであり，かつ，そこから提供されている情報は，資源提供者の意
思決定に有用な情報を提供しているとも考えられるのである。 
日本の NPO 法人を取り上げ，イギリスのチャリティ会計を敷衍した場合の情報開示に
ついて提言を行った。日本の NPO 法人では営利組織に類似した活動計算書が作成され，
その情報開示についてもアカウンタビリティの履行を示していた。しかし，意思決定に有
用な情報の提供はそれほど行われていないと考えられる。 
一方，イギリスのSORPでは資源を5つの拘束区分に分けて表示することを求めていた。
具体的にいえば，チャリティの財務諸表である財務活動計算書では 3つに区分する様式が
採用されていた。このような詳細な拘束区分別を行うことによって本書で考える非営利組
織における発生主義を採用した計算書の作成が可能となっているといえる。 
すなわち，イギリスのチャリティ会計ではアカウンタビリティの履行を基礎としながら
も意思決定に有用な情報の提供まで情報開示の目的を拡張し，発生主義とファンド会計を
採用した計算書によって当該目的を遂行することが可能となると考える。 
日本における非営利組織でもチャリティ会計における詳細な拘束区分別の縦覧式の様式
を採用した財務諸表を作成すること，非財務情報であるナラティヴ情報の充実が必要であ
るといえる。ただし，本研究では事例としての非営利法人が NPO 法人のみであったこと
から，もっと多くの非営利法人を検討することが今後の課題であるといえる。 
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